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　12月議会の予算委員会で、とりうみ敏行
市議が議案第145号「令和4年度さいたま
市一般会計補正予算（第9号）」について質疑・
討論を行いました。
　この議案には、マイナンバーカードに生活
保護受給者の個人情報を紐づけて一元管理し
ようとする危険な予算が含まれています。
　とりうみ市議は、「生活扶助オンライン資
格確認導入に伴う生活保護システム改修等」
の予算について、厚労省が「2023年度中に
紙の『医療券』からマイナンバーカードを使
った受診に切り替える理由のひとつに、『頻
回受診者』を早期に把握し、改善指導するた
め」としていることをあげ、さいたま市にお
ける紙の「医療券」のもとでの「頻回受診
者」の定義を質しました。市は、「概ね月に
15日以上の受診が3カ月間続くと確認され
た人について総合的に判断する」と答弁しま
した。しかし、本市における「頻回受診者」
数は、生活保護受給者1万 9266人（2022
年 10月末現在）に対し、わずか6人であっ
たことが明らかになりました。
　とりうみ市議は、「マイナンバーカード取
得はあくまでも任意であり、被保護者の情報

の紐づけも任意であるが、未成年者の同意は
どうするのか疑問が残る。医療機関における
受け入れ環境を進めるためにオンライン資格
確認が強制的に進められることも懸念され、
あわせて医療機関等が、本人の同意を得て薬
剤情報および検診情報を閲覧できるとしてい
るが、チェック体制が行政の側に整備されて
いない」と指摘し、国のいうままに生活保護
受給者だけをねらいうちする本システムの導
入に反対しました。
　他にもとりうみ市議は、「総合基盤システ
ム」に関する予算案について、「2025年ま
でに住民基本台帳、戸籍、固定資産税、住民
税、印鑑登録、児童手当等、自治体が保有す
る個人情報のオープンデータ化を進めるもの
で、結局は『デジタルビジネス』創出のため
に個人情報を流通させものである」として反
対しました。
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あなたの身近な議員です

しく、すぐに使えるも
のではない。市が直接
事業を実施するなど、
すぐに使える制度に変
えていくべきではない
か。
長寿応援部長　この事
業は、地域住民等が主

体となる移動支援と位置づけており、市が
直接事業を実施することは、現時点ではま
だ考えていない。
　たけこし市議は「市が把握しているニーズ
に基づいた移動支援にしてほしい。市議団の
掲げる『交通は人権』を具現化する提案を続
けていきたい」と話しました。たけこし市議
は他に、動物愛護政策についても質問しまし
た。

市議団ニュースは政務活動費で作られています

年度1万円が上限です。
燃料価格高騰の影響を
受け、バス会社やタク
シー会社に対しては支
援金が出されていまし
たが、ほかに移動手段
のない、車が命綱とな
っている障がい者や家

族にとってはこの自動車燃料費の助成も命綱
です。ガソリン代は当分下がる見込みはあり
ません。

　市は障がい者の移動の手段として、自家用
車を使用する障がい者の自動車燃料費の一部
を助成しています。車を運転する障がい者、
または障がい者のために車を運転する同居の
家族が対象で、１リットルにつき50円で、

議 案 外 質 問（12月 12日）

　久保みき市議は、集
合住宅のエレベーター
設置について質問しま
した。ひとつは市営住
宅、今ひとつは民間の
マンションへのエレベ
ーター設置についてで
す。国は市営住宅のエ
レベーターの後づけ設置に2分の 1の補助
を出しています。国庫補助を活用して後づけ

　とばめぐみ市議は「経済や社会の活動を止
めないのであれば、この助成を引き上げるの
が当然ではないか」と質しました。市は「事
業対象者が増加傾向にあり事業継続のために
はさらなる予算の確保が必要。現時点で助成

保健福祉

保健福祉

自動車燃料費助成の
拡充を

高齢者の移動支援
すぐに使える制度に

　たけこし連市議は、さいたま市が 2018 年
からスタートした高齢者の移動を支える補助
制度についてとりあげました。
たけこし　高齢者の移動支援事業の実績につ
いてうかがう。
長寿応援部長　現在、岩槻区で２例、大宮区
で１例の合計3団体で使われている。
たけこし　2018年からスタートしたにもか
かわらず、いまだに3件しか実績がない。
私たちが日々接している市民のみなさん
の需要に対して十分に応えられていると
はいえない印象だ。この制度は要件が厳

まちづくり

補助を活用しエレベー
ター設置をすすめよ

でエレベーターを設置すべきと求めたとこ
ろ、市は市営住宅の建て替え整備に併せてエ
レベーターを設置していくとのことでした。
　民間マンションにおいても国に交付金制度
があり、国、市、マンション管理組合がそれ
ぞれ３分の１の負担をするしくみです。久保
市議はこの補助制度を活用すべきと質問しま
したが、答弁は、「対象となるマンション数
が多数あり、市の負担が多くかかることから、
事業の創設は考えてない」と後ろ向きでした。
どのくらいの申し込みがあるのかはやってみ
なければ分かりません。久保市議は「市の負
担が重いというのなら、できる範囲で行えば
いい。これからも、他市を調査するなどして
実現を求めていきたい」と話しました。

額の引上げは難しい」と答弁。とば市議は「利
用者は３年も続くコロナと長引く物価高騰で
今困り切っている。１年1万 円のガソリンで
どうやって社会活動を維持するのか。今こそ
拡充すべきではないのか」と強く求めました。


